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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
　当社は、平成19年７月にマレーシアで霊園事業の経営権を有するビューティースプリングインターナショナル社

（現・連結子会社。以下、ＢＳＩ社といいます）の株式を取得した際、ＢＳＩ社の株式価値が適切に評価されなかった

可能性について疑義が生じたことを受け、平成26年12月17日付で当社と利害関係のない外部専門家を含む社内調査委員

会を設置し、関連する事実関係の調査を進めてまいりました。

　当社は、本件霊園事業の70％持分を所有するＢＳＩ社の全株式を平成19年７月に、本件霊園事業の残り30％持分を平

成21年８月にそれぞれ取得しておりますが、平成27年３月20日付で社内調査委員会より受領した調査報告書において、

ＢＳＩ社株式の取得時およびそれ以降の株式評価に係る事実関係について調査した結果、今回新たに入手した鑑定書に

基づく事実等により、平成19年７月の、本件霊園事業に関する70％持分取得当時の計上額124億円が適切な事業評価と

認められないこと、および当時採用された会計処理が適切な処理と認められないとの指摘があり、下記内容の過年度の

会計処理の訂正を行いました。

　

１．ＢＳＩ社株式の取得原価の訂正

　平成19年７月のＢＳＩ社株式の取得原価は取得時においてその価値評価が適切に行われていなかったとの調査結果か

ら、社内調査委員会が新たに入手した鑑定書に基づき当時の価値評価を行った結果、株式譲渡契約書上の対価124億円

に見合う価値が無かったものと認められたため、平成19年７月の、ＢＳＩ社株式取得時点における本件霊園事業に関す

る持分70％の価値約18億円までＢＳＩ社株式の帳簿価額の減額を行いました。

　なお、平成20年度以降、個別財務諸表において計上されたＢＳＩ社株式の減損処理については、その処理を取消す訂

正を行いました。

　

２．開発事業等支出金にかかる会計処理の取消

　資本連結手続の結果として生じる差額約121億円は開発事業等支出金（たな卸資産）として会計処理をしておりまし

たが、今回新たに入手した鑑定書に基づく事実等により、のれんとして会計処理すべきであるとの指摘を踏まえ、連結

財務諸表における開発事業等支出金に係る全ての会計処理、すなわち当初計上、原価払出し、減損処理および為替変動

処理を取消す訂正を行いました。なお、平成21年８月の、本件霊園事業に関する残り30％の持分取得時における会計処

理についても上記と同様の訂正を行いました。

　

３．のれんの計上

　資本連結手続の結果として生じる差額約121億円は開発事業等支出金（たな卸資産）として会計処理をしておりまし

たが、今回新たに入手した鑑定書に基づく事実等により、のれんとして会計処理すべきであるとの指摘を踏まえ、連結

財務諸表において、社内調査委員会が新たに入手した鑑定書に基づき、平成19年７月の、ＢＳＩ社株式の取得時点にお

ける本件霊園事業に関する持分70％の価値18億円までのれんの帳簿価額の減額を行った上で、取得時以後は20年間に渡

る均等償却を行いました。なお、平成21年８月の、本件霊園事業に関する残り30％の持分取得時における会計処理につ

いても上記と同様の訂正を行いました。

　

　また、以上の過年度の会計処理の修正にあわせ、過去において判明していたものの重要性が無いため訂正をしていな

かった事項の訂正も行うことといたしました。

　

　これらの決算訂正により、当社が平成24年８月14日に提出いたしました第75期第２四半期（自　平成24年４月１日　

至　平成24年６月30日）に係る四半期報告書の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７

第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、ＫＤＡ監査法人により四半期レビューを受けており、その四半期レ

ビュー報告書を添付しております。

　また、四半期連結財務諸表の記載内容に係る訂正箇所については、XBRLの修正も行いましたので併せて修正後のXBRL

形式データ一式（表示情報ファイルを含む）を提出いたします。
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２【訂正事項】
第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

１　事業等のリスク

３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

(1）業績の状況

(2）財政状態の分析

(3）キャッシュ・フローの状況

(5）重要事象等について

第４　経理の状況

１　四半期連結財務諸表

(1）四半期連結貸借対照表

(2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

(3）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

注記事項

 (四半期連結損益計算書関係)

 (セグメント情報等)

 (１株当たり情報)

　

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿線を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、

訂正後のみを記載しております。

　

EDINET提出書類

株式会社アゴーラ・ホスピタリティー・グループ(E04538)

訂正四半期報告書

 3/28



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第74期

第２四半期
連結累計期間

第75期
第２四半期
連結累計期間

第74期

会計期間
自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日

自　平成24年１月１日
至　平成24年６月30日

自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日

売上高 (千円) 507,420 1,507,948 1,792,113

経常損失(△) (千円) △73,593 △112,381 △335,836

四半期(当期)純損失(△) (千円) △83,217 △89,611 △368,000

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △87,012 △152,229 △332,356

純資産額 (千円) 7,375,817 8,374,231 8,557,946

総資産額 (千円) 10,503,334 11,718,980 12,098,439

１株当たり四半期(当期)
純損失金額(△)

(円) △0.38 △0.33 △1.52

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 69.7 71.3 70.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △85,852 △77,830 45,986

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △674,865 △357,730 △1,068,155

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △59,725 △113,240 1,314,825

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 433,490 979,996 1,531,854

　

回次
第74期

第２四半期
連結会計期間

第75期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日

１株当たり四半期純損失金額
(△)

(円) △0.31 △0.52

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第74期、第74期第２四半期連結累計期間及

び第75期第２四半期連結累計期間は１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、希薄化効果を有してい

る潜在株式がないため記載しておりません。

４．第74期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号　平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に

ついて重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

　（宿泊事業）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　新規設立：株式会社アゴーラ・ホテルマネジメント東京

　　会社分割（簡易新設分割）：株式会社アゴーラ・ホテルマネジメント伊豆
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリ

スク」について、下記事項を除き重要な変更はありません。

　

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

当社グループは継続的に営業損失を計上していることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が

存在しております。

　

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

　（１）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、昨年３月に発生した東日本大震災からの復興の動きに合わせ緩やか

な回復傾向が見られたものの、欧州金融危機や円高の長期化により、依然として国内企業の業績悪化が懸念される状況が

続きました。

　当社グループにおきましては、宿泊事業において、昨年９月に守口ロイヤルパインズホテルを運営管理する株式会社ア

ゴーラ・ホテルマネジメント大阪を連結子会社化したこと等により、前年同四半期比で大幅な増収となりました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の連結業績につきましては、売上高は1,507百万円（前年同四半期比197.2％増）

と大幅に増加したものの、利益面では、一部宿泊事業所における改装工事の実施や季節波動の影響等により、営業損失が

75百万円（前年同四半期は営業損失82百万円）となりました。また、営業外費用に豪州の持分法適用関連会社における退

職者向け住宅の開発遅れと広告宣伝費等の先行投資を要因とする投資損失45百万円を計上したことにより、経常損失は

112百万円（前年同四半期は経常損失73百万円）、特別利益に既発新株予約権の一部消却に伴う戻入益等を計上したこと

により、四半期純損失は89百万円（前年同四半期は四半期純損失83百万円）となりました。

　

　セグメント別の業績は以下のとおりです

　

　①　宿泊事業

　宿泊事業部門におきましては、前期に株式会社アゴーラ・ホテルマネジメント大阪および株式会社アゴーラ・ホスピタ

リティーズ、株式会社アゴーラ・ホテルマネジメント野尻湖を連結子会社化したことにより、売上高は1,127百万円（前

年同四半期比664.0％増）と大幅な増加となりましたが、利益面では、震災の影響が一巡したことにより各宿泊施設の利

用者数が引続き回復基調にあるものの、当社グループで運営管理する守口ロイヤルパインズホテル(本年８月１日「ホテ

ル・アゴーラ大阪守口」としてリニューアルオープン）および浅草ビスタホテル（本年７月27日「アゴーラ・プレイス浅

草」としてリニューアルオープン）において改装工事による一部営業施設の休止や、一部宿泊事業所における季節波動の

影響により、営業損失が59百万円（前年同四半期は営業損失56百万円）となりました。
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　②　住宅等不動産開発事業

　住宅等不動産開発事業部門におきましては、引続き適宜適切な賃貸家賃の見直しによる入居率の維持向上に努めた結

果、震災後低迷した入居率は震災前とほぼ同水準にまで回復し、売上高は150百万円（前年同四半期比8.9％増）となり、

営業利益は75百万円（前年同四半期比9.9％増）となりました。

　③　霊園事業

　霊園事業部門におきましては、受注ベースで前年同四半期比25％を上回る販売がありましたが完成工事引渡しの期ずれ

により売上高は204百万円（前年同四半期比7.1％減）となり、利益面では、保有資産に係る公租公課の発生等があり、営

業損失は３百万円（前年同四半期は営業利益18百万円）となりました。

　④　証券投資事業

　証券投資事業部門におきましては、当社グループが保有・運用する香港ドル、人民元、米ドル建て資産等に係る為替差

益が発生したことなどにより、営業利益は25百万円（前年同四半期比1,720.9％増）となりました。

　

　（２）財政状態の分析

　（資産）

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて3.1％減少し、11,718百万円となりました。

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて21.9％減少し、2,346百万円となりました。これは、現金及び預金が518百

万円減少したことなどによります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて3.1％増加し9,372百万円となりました。これは、投資有価証券が294百万

円、長期貸付金が32百万円増加したことなどによります。

　（負債）

　当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べて5.5％減少し、3,344百万円となりました。

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて4.1％減少し、3,178百万円となりました。これは、1年内返済予定の長期

借入金が60百万円、未払金が55百万円減少したことなどによります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて26.0％減少し、166百万円となりました。これは、長期借入金が57百万円

減少したことなどによります。

　（純資産）

　当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べて2.1％減少し、8,374百万円となりまし

た。これは、利益剰余金が89百万円、新株予約権が40百万円及び為替換算調整勘定が60百万円減少したことなどによ

ります。
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　（３） キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ551

百万円減少し、979百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は77百万円（前年同四半期は85百万円の支出）となりました。

　これは主に税金等調整前四半期純損失61百万円によるものであり、前年同四半期と比較して売上債権及び仕入債務

が減少しております。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は357百万円（前年同四半期は674百万円の支出）となりました。

　これは主に匿名組合出資金の払込みによる支出によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は113百万円（前年同四半期59百万円の支出）となりました。

　これは主に長期借入金の返済による支出によるものであります。

　　

（４）生産、受注及び販売の実績

　当第２四半期連結累計期間において、販売の実績に著しい変動がありました。その内容については「(1)業績の状

況」に記載の通りです。

　

（５）重要事象等について

当社グループは継続的に営業損失を計上していることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況

が存在しております。

　このような状況を解消すべく、主に以下の内容の諸施策を継続的に実施しております。

①　宿泊事業

株式会社アゴーラ・ホスピタリティーズおよび株式会社アゴーラ・ホテルマネジメント野尻湖、株式会社アゴーラ・ホ

テルマネジメント大阪の３社を連結子会社化したことにより事業規模の拡大を図っております。また、平成23年12月７日

に浅草ビスタホテルの不動産信託受益権の売買契約を締結し、平成24年１月10日に受益権の決済・引き渡しを行いまし

た。取得したホテルはリニューアルを計画しており、リニューアル後には更なる売上高・利益貢献を目指してまいりま

す。

②　住宅等不動産開発事業

所有している都内賃貸マンションは満室化を目標にコストの低減をはかり収益性を向上させてまいります。又、安定収

入を得るために収益性の良い物件を取得すべく努めてまいります。

③　霊園事業

新しい納骨堂の建設を行い、納骨堂の販売に伴う大幅な売上の増加を図ってまいります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,200,000,000

計 1,200,000,000

　

②【発行済株式】
　

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 274,158,934 274,158,934
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数　1,000株

計 274,158,934 274,158,934 ― ―

(注)　提出日現在発行数には、平成24年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

　　　れた株式数は、含まれておりません。
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(2)【新株予約権等の状況】

　当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　

決議年月日 平成24年５月14日

新株予約権の数(個) 7,855（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 7,855,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 25（注）２

新株予約権の行使期間 平成26年５月30日～平成29年４月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　25
資本組入額
(1)新株予約権の行使により株式を発行する場合におけ

る増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１
項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１
の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと
きは、その端数を切り上げるものとします。

(2)新株予約権の行使により株式を発行する場合におけ
る増加する資本準備金の額は、前記(1)記載の資本金
等増加限度額から前記(1)に定める増加する資本金の
額を減じて得た額とします。

新株予約権の行使の条件

１.対象者は、新株予約権行使時において、当社、当社
子会社又は当社関連会社の取締役、監査役、従業
員、その他これらに準ずる地位にあることを要する
こととします。

２.対象者が前記１の地位を喪失した場合であって、解
任、懲戒解雇若しくは諭旨解雇又は自己都合により
辞任若しくは退職による場合を除き、取締役会の承
認により、新株予約権の行使を認めることができる
ものとします。

３.対象者が死亡した場合は、その相続人による新株予
約権の相続は認められないものとします。

４.新株予約権の質入、その他の処分は認められないも
のとします。

５.その他の行使の条件については、当社と新株予約権
者との間で締結する新株予約権付与契約に定めると
ころによります。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役
会の承認を要するものとします。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１． 付与株式数の調整

　　　　　　　新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」といいます。）後、当社が株式分割又は

　　　　　　　株式併合を行うときは、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するも

　　　　　　のとします。但し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新　

　　　　株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数

　　　　　　は切り捨てるものとします。

　　　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転を行う場合、その他の

数の調整を必要とする場合、当社は、合理的な範囲内で必要と認める株式の数の調整を

行います。
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　　　　２． 行使価額の調整

　　　　　　　①　割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生時をもっ

　　　　　　　　　て次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

　　　　　　　　　るものとします。

　　　　　　　　　　　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1

分割又は併合の比率

　

　　　　　　　②　また、割当日後、当社が時価を下回る価額で新株式を発行又は自己株式を処分す

　　　　　　　　　る場合（新株予約権又は新株予約権の行使による場合を除く。）は、次の算式によ

　　　　　　　　　り行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は、切り上げるものとしま

　　　　　　　　　す。

　

　 　　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　　　　　

　　　　　　　　　なお、前記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の

　　　　　　　　　保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新

　　　　　　　　　規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、それぞれ読み替えるものとします。

　　　　　　　③　更に、割当日後、当社が合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転を行う

　　　　　　　　　場合等、行使価額の調整を必要とする場合は、当社は合理的な範囲で必要と認める

　　　　　　　　　行使価額の調整を行うものとします。
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(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　　

(4)【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　　

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年４月１日～
平成24年６月30日

― 274,158 ― 11,415,834 ― 5,105,960

　　　

(6)【大株主の状況】

　 　 平成24年6月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ファー　イースト　グローバル
アジア　リミテッド（常任代理
人ホーン・チョン・タ）

３rd Floor One Captal Place Shedden
Road George Town Grand CaymanBritish
West Indies（東京都渋谷区）

110,683 40.37

ゴールドマンサックスインター
ナショナル（常任代理人ゴール
ドマン・サックス証券株式会
社）

133 Fleet Street London EC4A 2BB, UK
(東京都港区六本木６丁目10番１号六本木ヒ
ルズ森タワー）

54,827 19.99

ファー・イースト・グル―バ
ル・アジア株式会社

東京都港区高輪２丁目１６－４５ 30,000 10.94

ソシエテ　ジェネラル　バン
ク　アンド　トラスト　シンガ
ポール　カスト　アセット　メ
イン　アカウント　スクリプレ
ス（常任代理人香港上海銀行東
京支店）

One Raffles Quay 35-01 North Tower,
Singapore 048583
(東京都中央区日本橋３丁目11-１）

5,876 2.14

有　地　壽　雄　 兵庫県神戸市 1,000 0.36

安　達　正　男 茨城県笠間市 942 0.34

KGI ASIA LIMITED（常任代理人
香港上海銀行東京支店）

41/F Central Plaza, 18 Harbour Road,
Wanchai, Hong Kong
(東京都中央区日本橋３丁目11-１）

800 0.29

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２-10 625 0.22

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口６）

東京都中央区晴海１丁目８－11 615 0.22

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口２）

東京都中央区晴海１丁目８－11 578 0.21

計 ― 205,946 75.12

(注)　日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の株式数1,193千株は信託業務にかかる株式であります。
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(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 　 　 平成24年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　158,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

273,456,000
273,456 ―

単元未満株式
普通株式

544,934
― 　1単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 274,158,934 ― ―

総株主の議決権 ― 273,456 ―

(注)１.「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が15,000株（議決権の数15個）含まれて

おります。

　　２.「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式764株が含まれております。

　

②【自己株式等】

　 　 平成24年6月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社アゴーラ・ホス
ピタリティー・グループ

東京都港区虎ノ門五丁目
２番６号

158,000 ― 158,000 0.06

計 ― 158,000 ― 158,000 0.06

　　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成24年４月１日から平成24

年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年１月１日から平成24年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表について、ＫＤＡ監査法人により四半期レビューを受けております。

　当社は、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、ＫＤＡ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

　 　 　 　
前連結会計年度

（平成23年12月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成24年６月30日）

資産の部 　 　

　 流動資産 　 　

　 　 現金及び預金 1,593,416 1,074,816

　 　 売掛金 202,812 104,565

　 　 有価証券 309,281 309,452

　 　 貯蔵品 37,222 27,745

　 　 開発事業等支出金 520,482 487,758

　 　 繰延税金資産 12,959 13,640

　 　 その他 331,938 331,694

　 　 貸倒引当金 △4,070 △3,578

　 　 流動資産合計 3,004,042 2,346,095

　 固定資産 　 　

　 　 有形固定資産 　 　

　 　 　 建物及び構築物（純額） 310,162 306,705

　 　 　 車両運搬具（純額） 4,555 3,368

　 　 　 工具、器具及び備品（純額） 16,582 17,711

　 　 　 土地 1,555,520 1,555,520

　 　 　 住宅用賃貸不動産（純額） 4,771,304 4,753,992

　 　 　 建設仮勘定 － 7,407

　 　 　 有形固定資産合計 6,658,124 6,644,706

　 　 無形固定資産 　 　

　 　 　 借地権 5,000 5,000

　 　 　 商標権 226 212

　 　 　 ソフトウエア 1,962 1,287

　 　 　 のれん 1,463,765 1,416,836

　 　 　 電話加入権 364 364

　 　 　 無形固定資産合計 1,471,318 1,423,700

　 　 投資その他の資産 　 　

　 　 　 投資有価証券 518,659 813,367

　 　 　 長期貸付金 435,870 468,551

　 　 　 その他 14,823 26,759

　 　 　 貸倒引当金 △4,400 △4,200

　 　 　 投資その他の資産合計 964,953 1,304,478

　 　 固定資産合計 9,094,396 9,372,885

　 資産合計 12,098,439 11,718,980
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（単位：千円）

　 　 　
前連結会計年度

（平成23年12月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成24年６月30日）

負債の部 　 　

　 流動負債 　 　

　 　 買掛金 145,048 112,172

　 　 １年内返済予定の長期借入金 ※１　　2,432,921 ※１　　2,372,667

　 　 未払金 463,774 408,223

　 　 未払費用 30,746 40,894

　 　 未払法人税等 62,868 44,351

　 　 賞与引当金 12,407 16,679

　 　 ポイント引当金 8,771 8,317

　 　 事務所移転費用引当金 4,000 －

　 　 その他 155,514 175,380

　 　 流動負債合計 3,316,052 3,178,686

　 固定負債 　 　

　 　 長期借入金 148,471 90,920

　 　 退職給付引当金 2,979 3,064

　 　 長期預り保証金 33,301 31,421

　 　 繰延税金負債 1,587 2,714

　 　 その他 38,100 37,941

　 　 固定負債合計 224,440 166,063

　 負債合計 3,540,492 3,344,749

純資産の部 　 　

　 株主資本 　 　

　 　 資本金 11,415,834 11,415,834

　 　 資本剰余金 5,105,960 5,105,960

　 　 利益剰余金 △8,045,763 △8,135,375

　 　 自己株式 △11,990 △12,060

　 　 株主資本合計 8,464,040 8,374,358

　 その他の包括利益累計額 　 　

　 　 その他有価証券評価差額金 2,462 4,257

　 　 為替換算調整勘定 35,216 △25,486

　 　 その他の包括利益累計額合計 37,679 △21,228

　 新株予約権 56,226 16,202

　 少数株主持分 － 4,898

　 純資産合計 8,557,946 8,374,231

負債純資産合計 12,098,439 11,718,980
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

　 　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年６月30日）

売上高 507,420 1,507,948

売上原価 374,857 1,291,286

売上総利益 132,563 216,661

販売費及び一般管理費 ※１　　214,602 ※１　　292,219

営業損失（△） △82,039 △75,558

営業外収益 　 　

　 受取利息 57 504

　 受取配当金 159 173

　 為替差益 41,564 4,461

　 持分法による投資利益 89 －

　 消費税等免税益 － 21,334

　 その他 2,592 4,656

　 営業外収益合計 44,463 31,131

営業外費用 　 　

　 支払利息 21,420 21,752

　 持分法による投資損失 13,683 45,237

　 その他 913 964

　 営業外費用合計 36,017 67,954

経常損失（△） △73,593 △112,381

特別利益 　 　

　 受取補償金 － 2,814

　 新株予約権戻入益 476 47,952

　 固定資産売却益 11,653 －

　 特別利益合計 12,130 50,767

特別損失 　 　

　 固定資産除却損 5 371

　 資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,472 －

　 特別損失合計 1,477 371

税金等調整前四半期純損失（△） △62,940 △61,985

法人税、住民税及び事業税 20,277 32,017

法人税等調整額 － △681

法人税等合計 20,277 31,336

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △83,217 △93,322

少数株主損失（△） － △3,710

四半期純損失（△） △83,217 △89,611
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

　 　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年６月30日）

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △83,217 △93,322

その他の包括利益 　 　

　 その他有価証券評価差額金 △824 1,795

　 為替換算調整勘定 △2,970 △60,702

　 その他の包括利益合計 △3,794 △58,907

四半期包括利益 △87,012 △152,229

（内訳） 　 　

　 親会社株主に係る四半期包括利益 △87,012 △148,519

　 少数株主に係る四半期包括利益 － △3,710
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

　 　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　

　 税金等調整前四半期純損失（△） △62,940 △61,985

　 減価償却費 35,674 37,519

　 貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,380 △722

　 退職給付引当金の増減額（△は減少） 122 84

　 賞与引当金の増減額（△は減少） － 4,272

　 ポイント引当金の増減額（△は減少） － △453

　 その他の引当金の増減額（△は減少） － △4,000

　 受取利息及び受取配当金 △217 △678

　 支払利息 21,420 21,752

　 為替差損益（△は益） 2,581 △4,638

　 持分法による投資損益（△は益） 13,594 45,237

　 固定資産売却損益（△は益） △11,653 －

　 のれん償却額 46,929 50,538

　 新株予約権戻入益 － △47,952

　 売上債権の増減額（△は増加） 13,656 98,309

　 営業投資有価証券の増減額（△は増加） △92,987 △171

　 たな卸資産の増減額（△は増加） 5,209 9,476

　 開発事業支出金の増減額（△は増加） △4,301 △25,675

　 預り保証金の増減額（△は減少） 30,150 －

　 仕入債務の増減額（△は減少） 1,187 △33,261

　 未払費用の増減額（△は減少） △17,851 －

　 その他の流動資産の増減額（△は増加） △28,685 △13,995

　 その他の流動負債の増減額（△は減少） △8,326 △60,550

　 その他の固定資産の増減額（△は増加） 151 701

　 その他の固定負債の増減額（△は減少） － △5,253

　 その他 15,168 △34,786

　 小計 △44,497 △26,233

　 利息及び配当金の受取額 217 1,112

　 利息の支払額 △21,625 △21,991

　 法人税等の支払額 △19,946 △30,718

　 営業活動によるキャッシュ・フロー △85,852 △77,830

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　

　 定期預金の預入による支出 △1 △1

　 有形固定資産の取得による支出 △68,957 △23,103

　 有形固定資産の売却による収入 44,092 －

　 匿名組合出資金の払込による支出 － △334,625

　
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△650,000 －

　 投資活動によるキャッシュ・フロー △674,865 △357,730
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（単位：千円）

　 　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年６月30日）

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　

　 長期借入金の返済による支出 △59,651 △118,170

　 自己株式の取得による支出 △22 △70

　 配当金の支払額 △51 －

　 少数株主からの払込みによる収入 － 5,000

　 財務活動によるキャッシュ・フロー △59,725 △113,240

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,518 △3,055

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △822,961 △551,858

現金及び現金同等物の期首残高 1,256,452 1,531,854

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１　　433,490 ※１　　979,996
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成24年１月１日　至　平成24年６月30日)

連結の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、新たに設立した株式会社アゴーラ・ホテルマネジメント東京を連結の範囲に含め

ております。

　当第２四半期連結会計期間より、新たに分割設立した株式会社アゴーラ・ホテルマネジメント伊豆を連結の範囲

に含めております。

　　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　該当事項はありません。

　　

【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成24年１月１日　至　平成24年６月30日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

※１　財務制限条項
　一年内返済予定の長期借入金2,425,260千円につ
いて財務制限条項が付されており、下記の条項に抵
触した場合には、当該債務について期限の利益を喪
失する可能性があります。
(1)各年度の第２四半期・本決算期末の連結貸借　
対照表における負債比率が1.25：1以上になった場
合。
(2)各年度の第２四半期・本決算期末の連結貸借対
照表における株主資本が150億円を下回った場合。

※１　財務制限条項
　一年内返済予定の長期借入金2,366,820千円につ
いて財務制限条項が付されており、下記の条項に抵
触した場合には、当該債務について期限の利益を喪
失する可能性があります。
(1)各年度の第２四半期・本決算期末の連結貸借　
対照表における負債比率が1.25：1以上になった場
合。
(2)各年度の第２四半期・本決算期末の連結貸借対
照表における株主資本が150億円を下回った場合。

　　

(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
至　平成24年６月30日)

給料及び手当 32,138千円 31,493千円

租税公課 26,837 〃 27,579 〃

支払報酬 28,129 〃 25,841 〃

株式上場関連費用 17,868 〃 16,969 〃

のれん償却額 46,929 〃 50,538 〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
至　平成24年６月30日)

現金及び預金 513,921千円 1,074,816千円

担保に供している定期預金 △200,776 〃 △201,261 〃

証券会社預け金 120,344 〃 106,441 〃

現金及び現金同等物 433,490千円 979,996千円

　

　　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日)

１．配当金支払額

　　該当事項はありません。

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後と

なるもの

　　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成24年１月１日　至　平成24年６月30日)

１．配当金支払額

　　該当事項はありません。

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後と

なるもの

　　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　　

EDINET提出書類

株式会社アゴーラ・ホスピタリティー・グループ(E04538)

訂正四半期報告書

22/28



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注)1

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２宿泊事業

住宅等不動
産開発事業

霊園事業
証券投資事

業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 147,535 138,011 220,461 1,412 507,420 ― 507,420

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 147,535 138,011 220,461 1,412 507,420 ― 507,420

セグメント利益又は損失
（△）

△56,396 69,119 18,398 1,412 32,534 △114,573 △82,039

　(注)１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△114,573千円は、各報告セグメントに配賦されない全社費用であり

ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　平成24年１月１日　至　平成24年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注)1

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２宿泊事業

住宅等不動
産開発事業

霊園事業
証券投資事

業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 1,127,187 150,262 204,782 25,715 1,507,948 ― 1,507,948

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 1,127,187 150,262 204,782 25,715 1,507,948 ― 1,507,948

セグメント利益又は損失
（△）

△59,119 75,992 △3,872 25,715 38,716 △114,274 △75,558

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△114,274千円は、各報告セグメントに配賦されない全社費用であり

ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。
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(企業結合等関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)

共通支配下の取引等

(1) 取引の概要

①　対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称：今井荘事業、南山荘事業、及び今井浜温泉事業並びにこれに付帯関連する事業

　事業の内容：主としてホテル・旅館の経営をを行っております。

②　企業結合日

　平成24年５月１日

③　企業結合の法的形式

　当社を新設分割会社、株式会社アゴーラ・ホテルマネジメント伊豆（当社の連結子会社）を新設分割設立会社とす

る新設分割（簡易新設分割）

④　結合後企業の名称

　株式会社アゴーラ・ホテルマネジメント伊豆(当社の連結子会社)

⑤　その他取引の概要に関する事項

　当社は昨年より、当社の主力事業である宿泊事業に事業ドメインを回帰すべき、ホテル事業を拡充してまいりまし

たが、当社内での宿泊施設運営と、宿泊施設不動産の所有とを切り離すことにより、各事業の推進体制の効率化およ

び迅速化を図ります。

　

(2) 実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成20年12月26日)及び「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日)に基づき、共通支配下の取引として処理

しております。

　　

(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
至　平成24年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △0円38銭 △0円33銭

　　(算定上の基礎) 　 　

　　四半期純損失金額（△）(千円) △83,217 △89,611

　　普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

　　普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千
円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

△83,217 △89,611

　　普通株式の期中平均株式数(千株) 219,312 274,001

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計

期間は１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式がないため記載しておりませ

ん。
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(重要な後発事象)

当第２四半期連結累計期間(自　平成24年１月１日　至　平成24年６月30日)

　

重要な事業の譲受

　当社は、平成24年７月24日開催の取締役会において、当社の100％子会社である株式会社アゴーラ・ホテルマネジメ

ント堺をして、ブリヂストン・リーガ株式会社から、同社の運営するリーガロイヤルホテル堺の事業を譲受けさせるこ

とを決議しました。

　

（1）当該連結子会社の名称、住所及び代表者の氏名

　①　名称　株式会社アゴーラ・ホテルマネジメント堺

　②　住所　大阪府堺市堺区戎島町四丁45番地の１

　③　代表者の氏名　代表取締役浅生亜也

　

（2）当該事業の譲受け先の名称、住所、代表者の氏名、資本金の額及び事業の内容

　①　名称　ブリヂストン・リーガ株式会社

　②　住所　大阪府堺市堺区戎島町四丁45番地の１

　③　代表者の氏名　代表取締役福田一夫

　④　資本金の額　2,000百万円

　⑤　事業の内容　ホテル経営

　

（3）当該事業の譲受けの目的

　当社は、かねてより当社の主力事業である宿泊事業の一環としてホテル事業を拡充するとともに、当社の資産規模の更

なる拡大を図ってまいりました。このたび、かかるホテル事業の拡充のために、ブリヂストン・リーガ株式会社から、同

社の運営するリーガロイヤルホテル堺の事業を譲受けるものです。

　

（4）当該事業の譲受けの内容

　①　譲受け事業の内容

　ブリヂストン・リーガ株式会社が営む事業の全部である、リーガロイヤルホテル堺（大阪府堺市）のホテル事業

　

　②　譲受け事業の経営成績

　 平成23年10月期

売上高 4,368百万円

売上総利益 3,247百万円

営業利益 △104百万円

経常利益 △139百万円

　

　③　譲受け事業の資産、負債（平成24年４月30日現在）

資　　産 負　　債

項　　目 帳簿価額（百万円） 項　　目 帳簿価額（百万円）

流動資産　　　 801流動負債　　　 94

固定資産 100固定負債 718

合　　計 901 合　　計 813

　上記金額は、平成24年４月30日現在におけるブリヂストン・リーガ株式会社の当該事業に係る資産、負債の帳簿価額で

あります。事業譲渡の方法により譲受ける対象資産の取得にあたっては、平成24年10月１日（事業譲受予定期日）時点に

おける時価にて取得する予定です。

　

　④　決済方法

　　　決済方法は現金によります。

　

　⑤　譲受けの日程

取締役会決議　平成24年７月24日

事業譲渡契約書の締結　平成24年７月24日

事業譲受期日　平成24年10月１日（予定）
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２【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成27年４月30日

株式会社アゴーラ・ホスピタリティー・グループ

取締役会　御中

　

ＫＤＡ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　公認会計士　　関　本　　　享　　　印

　

指定社員
業務執行社員

　公認会計士　　園　田　　光基　　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アゴー
ラ・ホスピタリティー・グループの平成24年１月１日から平成24年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期
間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年１月１日から平成24年６月30日
まで)に係る訂正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括
利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アゴーラ・ホスピタリティー・グループ及び連結子会社の平
成24年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フロー
の状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項
　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成24年7月24日開催の取締役会において、100％子会社
である株式会社アゴーラ・ホテルマネジメント堺が、ブリヂストン・リーガ株式会社からリーガロイヤルホテル堺の事業
を譲り受けることを決議している。
　当該事項は当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　

その他の事項

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、

当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成24年８月14日に四半期レビュー報告書を提出した。

　

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。
２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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